
アスミック・エース株式会社

貸　 借 　対 　照 　表

（2022年3月31日現在）
（単位：千円）

金      額 金       額

 【 資  産  の  部 】 9,647,651  【 負  債  の  部 】 4,144,103

 流   動   資   産　 9,048,926  流   動   負   債　 4,141,403

現 金 及 び 預 金 275 2,276,884

売 掛 金 4,298,683 252,019

商 品 8 224,150

製 品 291 408,367

仕 掛 品 1,292,365 301,553

番 組 勘 定 2,343,705 270,633

前 払 費 用 37,921 132,867

未 収 入 金 305,716 265,323

前 渡 金 673,909 9,603

立 替 金 95,900

そ の 他 流 動 資 産 148  固   定   負   債　 2,700

2,700

 固   定   資   産　 598,725

 有 形 固 定 資 産　 246,875  【 純　資　産  の  部 】 5,503,548

建 物 及 び 付 属 設 備 10,629  株   主   資   本 5,503,548

工 具 器 具 備 品 234,695 1,387,500

建 設 仮 勘 定 1,550 2,163,640

 無 形 固 定 資 産 232,398 資 本 準 備 金 2,163,640

商 標 権 397 1,952,408

ソ フ ト ウ ェ ア 230,225 利 益 準 備 金 30,330

電 話 加 入 権 1,775 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,922,078

 投 資 そ の 他 の 資 産 119,451 別 途 積 立 金 43,500

長 期 前 払 費 用 35,747 繰 越 利 益 剰 余 金 1,878,578

差 入 保 証 金 19,413

繰 延 税 金 資 産 64,289

資 産 の 部 合 計 9,647,651 9,647,651負 債 ・ 純 資 産 の 部 合 計

そ の 他 流 動 負 債

長 期 預 り 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 金

未 払 消 費 税 等

前 受 金

預 り 金

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

科      目 科      目

買 掛 金

未 払 金

未 払 費 用



アスミック・エース株式会社

損  益  計  算  書

自　2021年  4月 １日
至　2022年  3月31日

(単位：千円)
科　　　　目 金　　　　　額

売上高 18,603,035

売上原価 12,855,550

売上総利益 5,747,484

販売費及び一般管理費 2,998,421

営業利益 2,749,062

営業外収益
　　受取利息 95
　  為替差益 52,388
　　その他営業外収益 5,129 57,613
営業外費用
　　支払利息 6,391
　　その他営業外費用 2,204 8,596

経常利益 2,798,079

特別損失
　　企画開発費償却 71,748
　　仕掛品評価損 30,337 102,085

税引前当期純利益 2,695,994
法人税、住民税及び事業税 758,878
法人税等調整額 65,993 824,872
当期純利益 1,871,122



個別注記表

自　2021年 4月   1日
至　2022年 3月 31日

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１） デリバティブの評価方法
時価法によっております。

（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品、製品 移動平均法
配給映画 個別法
仕掛品 個別法
番組勘定 個別法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっております。

（３） 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定額法によっております。
② 無形固定資産

定額法によっております。
③ 長期前払費用

（４） 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

（５） 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

② 返品調整引当金

（６） 収益の認識基準
以下の５ステップアプローチに基づき、顧客に移転する財やサービスとの交換により、その権利を得ると見込む金額を
収益として認識しています。
ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するに応じて）収益を認識する。

当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。

① 映画事業
映画製作、劇場配給を主な履行義務として識別しています。
収益は映画製作収入及び劇場配給収入により構成されています。
映画製作収入については、履行義務が充足される映画の引き渡し時に収益を認識しております。
劇場配給収入については、興行会社から興行成績の報告を受け、当該報告に基づき収益を認識しております。

② ライツ事業
映画作品を中心としたテレビ権及び配信権販売を主な履行義務として識別しています。
テレビ権及び配信権販売については、履行義務が充足される作品が放送、配信可能となった時に収益を
認識しています。

③ メディア・プラットフォーム事業
VODプラットフォーム及びチャンネル向けに映像作品の調達業務及び配信を行うことを主な履行義務として
認識しています。
調達業務収入及び配信収入については、履行義務が充足されるサービス提供時に収益計上しております。

（７） ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 為替予約
ヘッジ対象 外貨建予定取引

③ ヘッジ方針

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処理しております。

  　将来発生する外貨建取引に係る為替の変動リスクの回避、あるいは軽減を目的としております。

　 定額法によっております。

　 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
　 特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 　製品の返品による損失に備えるため、過去の返品率等を勘案した返品損失見込額を計上しております。

　　繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については振当処理の要件を充たしている場合には
　　振当処理を行なっております。



（８） 消費税等の会計処理
　 税抜方式によっております。

（９） 記載金額について
 　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

2. 貸借対照表に関する注記

（１） 貸倒引当金直接控除額
流動資産（売掛金） 千円

（２） 有形固定資産の減価償却累計額 千円

（３） 関係会社に対する金銭債権・債務
短期金銭債権 千円
短期金銭債務 千円

3. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

未払事業税否認額 千円
未払費用 千円
仕掛品評価損 千円
その他 千円

繰延税金資産合計 千円

繰延税金資産の純額 千円

4. 関連当事者との取引に関する注記

（単位：千円）

なお、資金の借入の取引金額は、当事業年度での純増減額を記載しております。

5. 1株当たり情報に関する注記
1株当たり純資産額
1株当たり当期純利益

6. 重要な後発事象に関する注記

　該当ありません。

64,289

(注３) 6,391

△ 1,388,001

- -

短期借入金

265,323

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目

26,333
17,358

5,455

資金の借入

(注３)

利息の支払

15,142

－ 

479,909

638,470
413,078

64,289

期末残高

親会社 JCOM
株式会社

被所有
直接保有
100.00%

番組供給等 売掛金

(注２) 4,361,063 634,765

番組供給
等・資金の
借入

資金の借入については、市場金利を勘案して借入利率を合理的に決定しております。(注３)

98,020円 97銭

(注１) 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
(注２) 取引条件及び取引条件の決定方針等

市場価格や市場金利を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

288,309円 95銭

属性
会社名または

氏名

議決権等の所
有(被所有)割

合


